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平成２５年度 国立大学法人東京大学 年度計画 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：東京大学で学ぶにふさわしい資質・能力を有する全ての者に門戸を開き、多くの優秀

な人材を受け入れる。） 

・多様な人材を国内外から積極的に受け入れるため、女子学生や留学生の増加に向けた取組を継

続する。また、英語で学位が取得できる学部及び大学院のコースにおいて、優秀な留学生の獲得

や円滑な受入れを継続実施する。 

・「入学時期等の教育基本問題に関する検討会議」における論議を踏まえ、必要に応じ、関係他

大学や企業等と連携を図りつつ、学内における検討を進める。 

 

（中期目標：前期及び後期の学士課程を通じ、幅広い教養や総合的判断力等の資質・能力の涵養を

図るとともに、専門分野の基礎と社会性を身に付けた人材を育成する。） 

・前期課程と後期課程の円滑な接続に留意しつつ、進学振分け制度の見直しについて検討する。

・各学部において、前期課程との関連及び専門分野の特質を踏まえつつ、学生が達成すべき具体

的な学習成果の明確化を継続して進めるとともに、成績評価の在り方について検討する。 

・ボランティアなどの体験活動や留学生との交流の促進等による、多様な体験の機会を学生に提

供する。 

 

（中期目標：総合研究大学として、大学院課程を通じ、未踏の領域に果敢に挑戦する開拓者精神に

富み国際的に活躍できる研究者、高度専門職業人等、社会の先頭に立つ人材を育成する。） 

・修士課程では、専門性を深め、幅広い分野の知識の習得を可能とするプログラムを提供する。

・博士課程では、引き続き、博士学位の質を確保しつつ授与を促進する。また、博士課程学生及

び博士課程修了者向けキャリアイベントを通じて、キャリア形成支援を行う。 

・専門職学位課程では、国内外で活躍しうる高度専門職業人を着実に育成する。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：学問や社会の変化に対応して教育体制を見直し、優れた教員を適切に配置するととも

に、その教育力を向上させる。） 

・学部等の固有の教育カリキュラムに加えて、学際的あるいは分野融合的なプログラムである部

局横断型教育プログラムを充実させる。 

・国内外から多様で優れた教員を確保するため、柔軟な人事上の方策を進める。 

・社会の要請に対応する教育内容を提供するとともに、社会人の受入れ体制を充実させるため、

社会人特別選抜、長期履修学生制度を活用する。 

・優れた人材を教育支援者として配置するため、ティーチング・アシスタント（TA）の積極的な

活用を進める。 

・ファカルティ・ディベロップメントの基本方針に基づき、教員の教育改善活動を推進する。ま

た、フューチャーファカルティプログラムを着実に実施する。 
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・学生生活実態調査及び大学教育の達成度調査等を実施し、その結果を教育活動の点検・改善に

活用する。 

 

（中期目標：多様な教育方法に対応し、学生の主体的な学習を支援できるよう、教育環境の基盤的

整備を進める。） 

・学習・研究環境の改善のため、図書館等の充実を図るとともに、「理想の教育棟」の整備を推

進する。また、バリアフリー、課外活動促進等のための改善策について、可能なものから順次実

施する。 

・「Todai Open Course Ware」（Todai OCW）、「TODAITV」及び「Todai-eTEXT」（電子教科書）

を充実させるとともに、教育情報の公表を円滑に進める。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：学習支援や学生生活に伴う各種の相談に応ずる体制を整備し、多様な学生に対するき

め細やかな支援を行う。） 

・能動的な学習環境の整備、上級生によるピアアドバイジング制度の拡充等により、学生の主体

的な学習や適切な科目履修のための支援を充実させる。 

・学生や教職員、保護者を対象とした啓発活動を推進するなど、学生のメンタルヘルス等に関す

る取組を充実させる。 

・日本人学生及び外国人留学生のキャリア相談体制の充実とともに、教養学部前期課程学生への

キャリア形成支援の取組を検討する。 

 

（中期目標：有為な人材の育成と教育の機会均等を確保するため、学生の経済的支援を充実する。）

・既存の経済支援を実施するとともに、大学独自の多様な奨学制度の仕組みを充実させる。 

・国際宿舎（目白台、新豊島）の実施設計に着手するとともに、活用可能な民間等物件の有効活

用に努める。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：総合研究大学として、人文学・社会科学から自然科学に至るまで多様な分野で世界最

高水準の研究を実施する。） 

・全学的研究環境の整備等により、基礎的・基盤的研究、先端的研究、学際的・学融合的研究を

推進する。また、最先端研究開発支援プログラムについて、最終年度に当たり、研究成果の社会

還元に向けて中心研究者等を支援する。 

・共同利用・共同研究拠点では、制度の趣旨を踏まえ、継続的・安定的な運営体制の下、研究情

報を国内外に提供あるいは発信し、当該分野の学術研究を効率的・効果的に推進する。 

・総長室総括委員会の下の研究機構等について、適切な評価を実施するなど、その活動を促進す

る。 

 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：研究の多様性を堅持しつつ、適正かつ機動的な教員配置に努め、研究環境の整備を推
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進する。） 

・総長裁量枠等を活用し、研究の多様性維持に配慮しつつ、資源の配分を行う。 

・優秀な若手研究者のポスト確保及び人材流動性の向上のため、各種の制度の運用を実施する。

・リサーチ・アドミニストレーターの試行配置等を継続実施し、その制度化に向けた検討を進め

る。 

・間接経費等を適切に活用しつつ、全学的な研究環境の維持・向上を図る。 

 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：社会との連携を通じ、我が国の社会及び国際社会の持続的発展に貢献する。） 

・課題解決が急がれる社会の諸問題に関する、研究開発を推進する。 

・Proprius21 のスキームによる国内外企業との共同研究の創出などを推進し、知的創造サイクル

を活性化させる。 

・東大の産学連携活動を地域振興・地域活性化に活かす新たなスキームを検討するとともに、起

業家育成教育を一層推進する。 

 

（中期目標：社会に開かれた大学として、大学の知に対する社会的ニーズに応えるとともに、その

普及・浸透に貢献する。） 

・「Todai Research」等を活用し、学術情報発信を充実する。また、公開講座や社会人向けプロ

グラム等を活用し、アウトリーチ活動等を充実させる。 

・所蔵する学術標本・図書・史料等を、良好な保全・管理状態に置くために、修復・保全等の整

備を進めるとともに、図書館・博物館等を通じた展示公開等を通じて、教育機関をはじめ広く社

会一般が東京大学の知に触れる機会を増進する。 

 

（２）国際化に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：教育研究の国際化を推進し、我が国の世界的存在感を高めるとともに、国際協力関

係を醸成し、人類社会に貢献する。） 

・国際化をより一層推進するために、国際本部において、国際戦略や教育・研究の国際化の在り

方等について検討する。 

・優秀な外国人留学生の受入れを促進するため、海外拠点等を活用してリクルーティングや広報

活動を展開する。また、外国人留学生に対して、日本語教育を強化・拡充する。 

・日本人学生に対する外国語教育を強化・拡充するため、学部前期課程の文系学生を対象とする

アカデミック・ライティングを開講するとともに、習熟度別語学教育を開始する。 

・日本人学生の海外留学等の着実な増加を推進するため、海外留学及び国際体験活動の情報提供

の強化を図るとともに、日本人学生と外国人留学生等との交流を推進する。 

 

（中期目標：世界に開かれた大学にふさわしい教育研究環境を充実させる。） 

・ブラジル・チリでの東大フォーラム及び二国間の学長会議の開催や国際大学連合への参画など

を通じて、国際的な連携を強化するとともに、既存の海外拠点の活動基盤を強化する。 

・外国人教員・研究者の雇用を推進するため、宿舎入居申請業務のオンライン化の運用を開始す
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る。 

・国際化に対応した業務体制の充実に向け、国際業務対応能力向上のための研修等を実施する。

 

（３）平成２４年度補正予算（第１号）に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：平成２４ 年度補正予算（第１号） による運営費交付金及び政府出資金を用いて、

出資の際に示された条件を踏まえつつ、企業との共同研究を着実に実施することにより、研究成

果の事業化を促進する。その際、事業の透明性を確保するとともに適切な進捗管理を図り、社会

に対する説明責任を果たすため、外部有識者を含む委員会の設置や専門性を有する外部人材の配

置などの体制整備等を図る。） 

・研究成果の事業化に向けて推進を図るため、学内の体制を整備する。 

 

（４）附属病院に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：大学病院としての医療の質の向上を図り、良質な医療人の養成、先端医療開発を推進

しつつ、適切な運営基盤を確保する。） 

・病態に即した栄養管理を専門的かつ組織的に行う病態栄養治療部を設置し、本学病院が我が国

における病態栄養学のリーダーを目指す。 

・HOMAS を用いた疾病別原価計算データを全国立大学附属病院間で比較（ベンチマーク）分析で

きる機能を追加した「HOMAS2」の開発計画を開始する。 

・地域の医療機関を対象とする研修会実施など地域医療機関との連携強化により、小児医療セン

ターの充実を図るとともに、地域密着型支援体制を充実させる。 

・地域診療への貢献、災害時の高度医療の持続、病理診断の更なる普及を目指すため、病理遠隔

診断の環境整備及び実施を行う。 

・臨床研修医の評価や要望を継続的に調査し、研修プログラムの充実を図る。 

・多職種連携を基盤とした医療人育成に引き続き取り組む。 

 

（５）附属学校に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：附属学校の設置目的を踏まえた教育研究の在り方を示し、中等教育学校のモデル校と

しての役割を果たす。） 

・教育学研究科・教育学部との連携による共同研究を推進するとともに、教職実践演習の実施に

協力する。 

・総合運動施設完成後の施設整備充実に努めるとともに、学校運営の現状把握と問題点の整理を

行う。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：総長のリーダーシップの下、各部局の自律性を活かして全学的な協調を図り、活力あ

る組織運営を行う体制をつくる。） 

・「行動シナリオ」の実現に向けた取組を推進する。 

・総長裁量経費を確保し、総長のイニシアチブによる教育研究事業を実施する。また、各部局の

採用可能な人員数の見直しを通じて、総長裁量枠及び教員採用可能数学内再配分システム枠の資



 

- 5 - 

源を確保し、優先順位に従い再配分を実施する。 

 

（中期目標：組織を支える教職員の力が最大限発揮される環境を整備する。） 

・雇用条件等の柔軟な運用により、優秀な人材を確保する。 

・教職員の多様性を維持しつつ、能力・適性に応じた人事を推進するために、教職員の意識啓発

を行う。 

・教員評価制度運用指針に基づき、各部局に政策動向や学内外の特色有る取組等を情報提供し、

教員評価を促進する。 

・採用に際しては、引き続き高度な資格や資質等を有する優秀な職員の採用を行うとともに、高

い専門性を持って教育研究を支援する職員の育成を推進する。 

 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：既存の業務の見直しの徹底、システム化等を通じ、事務の効率化・合理化を進める。）

・業務改革総長賞受賞課題の全学展開を進め、業務改革に対する教職員の意識向上を図る。 

・業務の効率化のため、次期事務用情報システム導入及び学務システムの統合に向けた検討を開

始する。また、情報システムの最適化を実現するため、情報システム構築ガイドラインの策定に

向けた検討を開始する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 資金の安定確保に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：教育研究等の質の向上を目指し、必要な収入を確保する。） 

・既存の自己収入の見直しを図るとともに、新たな自己収入の方策の実施について検討を進める。

・適切な人員配置による加算の確保などの取組により、病院収入の増加に努める。 

・詳細な資金繰り計画表を基に短期・長期の資金運用を行う。 

・外部資金の公募、新規事業・制度の改正等に関する情報を外部資金ポータルサイト等に掲載し、

学内への迅速かつ的確な情報提供を行う。 

・長期目標である TODAI2000 の達成に向けて、多様な渉外活動を一層展開する。 

 

２ 資金の効果的使用に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：学内資金を効果的に配分し、有効利用に取り組むとともに、「簡素で効率的な政府を

実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づき、平成 18 年

度以降の５年間において国家公務員に準じた人件費削減を行う。さらに、「経済財政運営と構造

改革に関する基本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏

まえ、人件費改革を平成 23 年度まで継続する。） 

・各教育研究分野の多様性と特性を踏まえ、基盤的経費の措置や間接経費等による教育研究環境

の整備等、学内資金の効果的配分を行う。 

・資金の有効利用を推進するため、効果の高い調達取組を継続実施する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：資産の有効活用を推進する。） 
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・詳細な資金繰り計画を基に、頻度の高い短期運用を行うとともに、長期運用計画に基づき安全

性と効率性を考慮した長期運用を行う。 

・一時的に使用していない土地・建物等の不動産について貸付を促進するなど、資産の効率的運

用に努める。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：世界最高水準の総合研究大学としてふさわしい自己点検・評価を実施し、結果を積極

的に公表するとともに、大学運営の改善に資する。） 

・自己点検・評価の基本方針に基づき、各部局において自己点検・評価を進める。 

・学内外の教育研究情報等を収集・分析し、教育研究の質の向上や組織運営の改善・強化に資す

る。 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：東京大学が有する情報発信媒体の全てを活用し、教育研究の成果を国内外に広く発信

する。） 

・プレスツアーの実施や、Todai Research の学術情報コンテンツの充実等により、教育研究活動

等の情報発信を推進する。 

・海外からのアクセスを考慮し、英語をはじめとして、中国語、韓国語のウェブサイトのコンテ

ンツの充実・改善を図る。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：世界最高水準の教育研究活動の展開を可能とするため、社会的課題に先導的に対応す

る良好なキャンパス環境整備を推進する。） 

・各地区キャンパスの整備計画等を基に、PFI 事業も含め計画的にキャンパス・施設の整備を進

める。 

・省エネルギー対策を継続実施するとともに、実験系の効果的な省エネルギー方策を検討するた

めの実態調査を実施する。 

・安全・安心で快適なキャンパスの整備に向け、耐震診断法定外建物の診断について計画に基づ

き実施するとともに、バリアフリーについては緊急性の高いものから順次整備を推進する。 

・新営・改修建物の延べ面積の 20％を目途として、共同利用スペースを確保する。また、共用研

究設備システムの運用を推進する。 

 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：教育研究環境の安全衛生確保と緊急時対応のため、安全管理体制を整備する。） 

・安全教育・講習の充実を推進するとともに、放射線取扱者等管理システムの構築に向けた検討

を進める。 

・学内で排出される廃棄物について、安全かつ計画的な処理・処分を推進する。 
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（中期目標：事故、災害、環境汚染等の未然防止と被害の軽減に取り組むとともに、情報セキュリ

ティーの強化を推進する。） 

・防災に備えた連絡体制の強化に向け、部局と連携した防災訓練を実施する。また、地方公共団

体と、避難場所等について検討を行う。 

・教職員に対する情報リテラシー及び情報セキュリティ研修を行うとともに、情報セキュリティ

に関連する調査を実施し現状の把握に努める。 

 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

（中期目標：教育研究等の諸活動に関係する法令等の的確な遵守のための取組を推進する。） 

・研修等を通じて、構成員の一人一人が高い倫理観を持って行動するよう意識の向上を図る。ま

た、学内のコンプライアンス体制の充実強化を図るため、施策を実施する。 

・ハラスメント防止委員会等において、ハラスメント防止対策及び啓発活動等を実施する。 

・研究費の不正使用防止に向けて、体制を一層強化し、不正防止計画の見直しを検討するととも

に、再発防止に向け、教職員への周知徹底を推進する。 

・東京大学薬品管理システム（UTCRIS）を活用して化学物質管理の徹底を推進する。また、構成

員への化学物質管理の徹底及び意識啓発のための講習会を開催する。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 別紙参照  

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１．短期借入金限度額 

２００億円 

２．想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び予見できなかった不測の事態の発生等により、緊急に必要となる

対策費として借入れすることも想定される。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

重要な財産を譲渡する計画 

１．大学院農学生命科学研究科附属緑地植物実験所の土地の全部（千葉県千葉市花見川区畑町14

87-1外 47,139.17㎡）を譲渡する。 

２．検見川第二職員宿舎の隣接地（千葉県千葉市花見川区浪花町1010外 6,673.92㎡）を譲渡する。

３．大学院農学生命科学研究科附属演習林北海道演習林の土地の一部（北海道富良野市山部 325

.72㎡）を譲渡する。 

４．大学院農学生命科学研究科附属演習林北海道演習林の土地の一部（北海道富良野市麓郷 189

.65㎡）を譲渡する。 

５．大学院農学生命科学研究科附属演習林北海道演習林の土地の一部（北海道富良野市麓郷6,78

7.34㎡）を譲渡する。 

６．大学院農学生命科学研究科附属演習林秩父演習林の土地の一部（埼玉県秩父市大滝字栃本タ

キ川トハ5643-1 844.05㎡）を譲渡する。 

７．大学院農学生命科学研究科附属演習林生態水文学研究所の土地の一部（静岡県湖西市新居町

新居字吹寄下 191.36㎡）を譲渡する。 
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重要な財産を担保に供する計画 

医学部附属病院における建物新営工事及び、病院特別医療機械の整備に必要となる経費の長期借

入れに伴い、本学医学部附属病院の敷地及び建築について、担保に供する。 

また、医科学研究所附属病院における病院特別医療機械の整備に必要となる経費の長期借入れに

伴い、本学医科学研究所附属病院の敷地及び建築について、担保に供する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

当該年度の決算において剰余金が生じた場合は、全学的な観点に立ち、本学の教育研究の質の向上

及び組織運営の改善のための経費に充てる。 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財源 

【施設整備費補助金】 

・（白金台）総合研究棟改修（医学系） 

・（医病）病棟（Ⅱ期） 

・（本郷）講堂改修 

・（本郷）ライフライン再生（防災設備） 

・（本郷他）ライフライン再生（通信設備） 

・（柏）基幹・環境整備（キャンパス環境） 

・（本郷）総合研究棟改修（化学系） 

・（本郷）総合研究棟改修（法文学系） 

・（本郷）総合研究棟改修（工学系） 

・（医病）防災機能強化（ＥＶ） 

・（本郷）アカデミックコモンズ 

・（本郷）総合研究棟(理学系） 

・（東海）国際交流会館改修 

・（駒場）総合研究棟（教養教育） 

・（地震）総合研究棟施設整備事業（ＰＦＩ）

・（駒場Ⅱ）オープンラボラトリー施設整備事

業（ＰＦＩ） 

・（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備

事業（ＰＦＩ） 

・（駒場Ⅰ）駒場コミュニケーション・プラザ

施設整備事業（ＰＦＩ） 

・（本郷）総合研究棟（工学部新３号館）施設

整備事業（ＰＦＩ） 

・設備費 

【大学資金】 

・（仮称）東京大学柏の葉駅前キャンパス棟整

備事業 

総額 

14,292 

施設整備費補助金        (11,698)

 

大学資金           ( 1,470)

 

船舶建造費補助金       (     0)

 

長期借入金          (   194)

 

国立大学財務・経営センター施設費交付金

                (   209)

 

民間出えん金（寄附）     (     0)

 

他機関補助金等        (   721)
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・（駒場Ⅱ）駒場国際交流会館改修整備 

・（白山）小石川植物園囲障改修 

【長期借入金】 

・（医病）病棟（Ⅱ期） 

【国立大学財務・経営センター施設費交付金】 

・小規模改修 

【他機関補助金等】 

・（中野）教育学部附属中等教育学校体育館等

整備 

・西東京キャンパス（仮称）整備計画 
 

注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等を勘案した

施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 

２ 人事に関する計画 

（１）雇用方針 

 ・性別、年齢、国籍、障害の有無等にとらわれない、教職員の多様性を促進し、能力・適性に応じ

た雇用・人事を行う。 

 ・国内外から多様で優れた教員を確保するため、柔軟な人事上の方策を進める。 

 ・優秀な若手研究者のポスト確保及び人材流動性の向上のため、各種制度の運用を実施する。 

 ・各部局の採用可能な人員数の見直しを通じて、総長裁量枠及び教員採用可能数学内再配分システ

ム枠の資源を確保し、優先順位に従い再配分を実施する。 

（２）人事育成方針 

 ・「東京大学職員の人材育成の推進体制に関する基本方針」に基づき、職員の能力を最大限に向上さ

せるための取組を行う。 

（３）人材交流 

 ・職員に関して、能力や専門性の向上を図るため、国内外の研修や出向の制度を活用する。 

（参考１） 平成 25 年度の常勤職員数      6,167 人 

       また、任期付職員数の見込みを   1,395 人とする。 

（参考２） 平成 25 年度の人件費総額見込    85,819 百万円 

３ 災害復旧に関する計画 

平成 23 年３月に発生した東日本大震災により被災した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。

（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）収支計画及び資金計画 

（別表）学部の学科、研究科の専攻等の名称と学生収容定員、附属学校の収容定員・学級数 

 

 


